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１ は、平成16年に施行されたＡＤＲ（Alternative Dispute Resolution、裁判外紛争解決手続）

いわゆるＡＤＲ法 に基づき、各分野に設けられ（裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律）

ています。

金融分野においても、昨今の金融商品の多様化・複雑化に伴って、顧客と金融機関との間で

ＡＤＲ金融商品に係るトラブルが増加している現状を受け、金融トラブルの解決を図る「金融

制度」が、国の制度として創設され、平成22年10月1日から開始されました。

この制度では、金融分野に見識のある弁護士等の中立・公正な専門家（紛争解決委員）が紛

争解決にあたります。

この制度は裁判手続よりも簡易迅速で、手続費用も低額のため、利用者にとって敷居の低い

手続となっています。

２ 利用者が金融 制度を利用するには、金融庁の指定・監督を受けた下記のような金融ＡＤＲ

機関（指定紛争解決機関）が業態ごとに設置されているので、相手方である金融機関がＡＤＲ

契約している金融 機関に紛争解決を申し立てることになります。ＡＤＲ

利用者が金融 機関に紛争解決の申し立てた場合 金融機関側は 利用者からの紛争解決ＡＤＲ 、 、

の申し立てに応じなければなりません 。（手続応諾義務）

そして、紛争解決委員は、中立・公正な立場で、双方から話を聞き、和解案を提示します。

さらに、紛争解決委員は、和解が成立する見込みがないと判断した場合には、理由を付して

。 、 、「 」特別調停案 を提示できます 利用者は当該特別調停案を拒否できる一方で 金融機関側は

1ヶ月以内に訴訟提起する等の適用除外事由をとらない限り、その特別調停案を原則受け入れ

なければならないことになっています 。この特別調停は、そのあまりの（特別調停案受諾義務）

、 、 、効力の強さゆえに 現在は 生命保険や損害保険の業態以外では利用されていないようですが

今後の実務の運用が注目されます。

なお、金融 制度において、申立から紛争解決までに必要となる期間は約6ヶ月間以内ＡＤＲ

が目安とされています（但し、難解事案では6ヶ月以上必要となる場合もあります 。）

３ なお、指定紛争解決機関が設立されていない業態の場合では、各金融機関は、別の紛争解決

機関を紛争解決措置として選択する必要があります。このような場合、各金融機関は弁護士会

が運営する紛争解決センターを紛争解決措置として選択し、当該センターと金融ADRに関する

協定書を締結しているのが一般的です 金融機関側は この協定書に基づき 指定紛争解決機関。 、 、

、 。で金融機関が課されるのと同様に 手続応諾義務や特別調停案受諾義務を負うことになります

４ 運用されて間もない制度ですが、平成22年10月1日から平成23年9月30日までの各金融

機関での受付件数総数は全国で1000件を優に越えており、今後、当該制度はますますＡＤＲ

利用されると思われます。

第15回「金融ＡＤＲについて」





第12回　子どもの虐待防止、福祉への取組み

（天神祭）表紙の写真

そろそろ夕風が涼しくなるころ，見物客で鈴生りの天満橋からの眺めです。

暑中お見舞い申しあげます

、 。 。消費税増税 原発再稼動はしかたなかったのでしょうか ＴＰＰはどうなるのでしょうか

政治の迷走はとどまるところを知りません。

しかし 中国 北朝鮮 ロシア イラン シリアなど独裁的な政権の下にある国々の身勝手、 、 、 、 、

な危うさを見ると、やはり民主国家の政策決定は有力な反対・批判勢力のチェックを受け、

迷走はしても暴走はせず、そうしたプロセスによる担保のあることで国際的にも信用される

ことになると思います。

そんなことを考えて、この暑い夏をしのぎましょう。

平成２４年 ７ 月
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、 、 。このところ 親による子へのひどい虐待が報じられ 児童相談所など関係機関の無為無策が指摘されています

この事態に対処するため、民法の一部等が改正されましたので、その概要をご紹介します。

１、親権についての親の権利・義務の明確化

親権者 親 は子の監護 教育の権利を有し義務を負うのですが それは 子の利益のために行われる べき（ ） 、 、 「 」

ものであり、そのための懲戒も「子の利益のために必要な範囲内でのみ認められるもの」であることが明確化

されました（民法８２０条、８２２条 。）

２、親権の停止、喪失

従前は、親の親権を喪失させることができるのは、親が「親権を濫用し、又は著しく不行跡である時」のみ

とされていましたが、今回の改正ではその要件がすこし拡大され、親による「虚偽又は悪意の遺棄があるとき

その他父又は母による親権の行使が著しく困難又は不適当であることにより子の利益を著しく害するとき」と

されました（民法８３４条の２ 。）

また、親権の喪失までには至らなくても「父又は母による親権の行使が困難又は不適当であることにより、

子の利益を害するとき」は、裁判所は２年を超えない範囲でその親の親権を停止することができることとされ

ました。

３、関係機関の権限の拡大

従来児童福祉施設の長などは 児童の福祉のため必要な措置をとることができるとされていましたが 親権者、 、

が異を唱えた時に強制する力がありませんでした。

そこで改正法は、児童福祉施設や児童相談所の長などがとる措置を親権者は不当に妨げてはならないこと

とされ、子の生命、身体の安全を確保するため緊急の必要があると認める時は、親権者の意思に反してもその

ような措置をとることができることと定められました（児童福祉法４７条、３３条 。）

子供の幸せ 虐待防止はこうした法律の力だけで守られるものではありません 少子化をいうまでもなく 子供、 。 、

は人類の宝です 社会の全ての人が 隣は何をする人ぞではなく まず みんなで近くにいる弱い人 困っている。 、 、 、 、

人に目を向けていく社会を構築することがまず第一であることを忘れてはならないと思います。


